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　図表 1 に示すように、電子化は、Wave 注 3 
（図表 2 参照）と呼ばれるデジタル化目標対象





























IT政策 基盤 eDay Wave

































































































































































携運営委員会（The Steering Committee for 
















































































るSTSのサポ トー組織（The Steering Committee 
for the eGovernment Stategy、以下DSTG）注15、
複数省庁からの出向者で構成される電子化庁
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［7］ ECD,  Recommendation  of  the  Council  on  Digital 
Government Strategies 15 July 2014 - C（2014） 88. 




［8］ United  Nations,  2014.  UN  e-Government  Survey 
2004. United Nations, New York, USA. http://unpan3.
un.org/egovkb/en-us/Reports/UN-E-Government-
Survey-2014（Retrieved 27 July 2014）
［9］ 安岡美佳, デンマークの電子政府推進体制，行政&情報
システム，行政情報システム研究所，vol.50,  pp.2-8, 
2014.
［10］ Yih-Jeou Wang氏、電子化庁チーファドバイザー、イ
ンタビュー（2015年４月実施）
【注】
1. 例えば納税申告書類・年金など社会保障関連などの行政
からの通知などである。
2. 図表1に示すように電子政府基盤として、電子政府の基盤
となる電子署名やポータル、メールサービス（デジタル
ポスト）などの要素技術やサービスが段階的に導入され
てきた。詳細は、『デンマークの電子政府推進体制』［9］
を参照いただきたい。
3. 2012年から2015年までで計４回制定。利用度の高い行
政サービスが選定され段階的な電子化・義務化を規定。
例えば、2012年のWave1では、多くの子供に関わる行政
サービスの電子利用が義務化され、Wave3では、社会保
障関連の手続きで、頻繁に市民が活用している年金や子
育て関連、育児休暇関連項目が電子義務化された。15年
に予定されるWave4では，雇用、社会保障、統合（移民
関連）分野の行政手続きで利用が頻繁に見られるサービ
スがリストされている。
4. eDayは、それぞれのIT戦略におけるマイルストーンとな
りうる民間への周知を目的としたジョイント（組織横断
型）プロモーションであり、電子政府基盤構築の進捗と
密接に関係している。たとえば、よりセキュアな第二次
電子署名の導入という目標が掲げられた2007年IT政策に
おいて、法人と公共機関間のコミュニケーションの電子
化がeDayで定められ、大掛かりなキャンペーンが繰り広
げられた。よりセンシティブなデータを取り扱う電子コ
ミュニケーションを達成するためには、セキュアなデー
タアクセスが不可欠であることを考えると、eDayの目標
達成には、電子署名が欠かせない。eDayというイベント
化されたデットラインを設けることで、より身近な達成
目標として、民間・法人組織の隅々まで認知させ、ひい
ては政策目標達成につなげた。
5. 15-74歳の年齢別でも平均して高い。若年層は90%以上、
65-74歳グループも79%の登録率だ。
6. 電子的な処理は、個人番号であるCPRが鍵として活用さ
れるが、まだデータベースに登録されていない新生児の
場合、セルフサービスでの登録は困難である。教会が電
子的に登録するケースが65%あることを示している。
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7. 子供からシニア、移民や短期滞在者、教育水準やITリテ
ラシの異なる人々、社会の仕組みに関する知識の異なる
人々など。
8. 国家規模のITプロジェクトを成功に導くためには、技術
主導ではなく、デジタルサービスの提供チャネルの考察・
向上や公共サービスの効率性、公的組織間のバックオフ
ィス連携などを通した利用者である市民にとっての使い
勝手向上が、ひいては利用率を押し上げ、ITプロジェク
トの成功をもたらすという考え。
9. より明確な権限委譲、強いリーダシップ、管理体制、組
織横断型の協力体制、電子政府戦略・プログラム・プロ
ジェクトの着実な実施といった項目が挙げられている。
10. プロジェクトの進捗を管理、支援するプロジェクト管理
ツール。モデルは「アイディア→分析→調達→構築→実
施」と５フェーズに分けられ、目的や目標、責任項目、
責任者及びガイドラインが制定される。フェーズごとに
進捗評価が下される。
11. 国際標準準拠のフレームワーク（Managing Successful 
Programmes）に基づき、英国のプロジェクト管理標準
PRINCE2モデルを参考に導入。モデルは、「プログラム
の目的明確化→プログラム要求仕様作成→プログラムの
段階管理→プログラム収束」の４フェーズから構成され、
ITプロジェクト管理機構（DCITP）によるリスク分析が
年に２回行われる。それぞれのフェーズモデルには、利
用が義務化もしくは推奨される項目が示されている。
12. プロジェクトモデル及びプログラムモデル両者に適応。
主な役割は、提案案件が投資に見合うかを判断すること
である。モデルから、予算、リスク対応のための予算も
確保、投資における想定リスク、影響分析、変化のシナ
リオを明確にする。予算の見積もり段階では、不確実性
が避けられないゆえ、予算評価は現在と未来、導入をし
なかった場合とした場合のシナリオをベースに三度にわ
たり実施される。 
13. 例えば、医療保険分野を考えてみよう。中央政府が医療
保険政策を策定し、先端医療や病院は地域が管轄し、家
庭医や初期医療、ホームケア、健康支援といったより生
活に密着した社会サービスなどは市が管轄している。市
民にとって、医療サービスを受ける場合、各段階でのサ
ービス提供主体は明確になっていても、各段階で取り扱
われる健康医療関連データは、相互依存関係にある場合
が多い。同様に、個人の家族構成や居住情報の変更は、
市が管轄する家庭医のサポートばかりでなく、中央政府
が管轄する納税情報や個人情報にも関係してくる。
14. 省庁・組織間連携運営委員会、STSは、別稿［9］に詳
しく紹介したため 、本稿では割愛する。
15. DSTGはSTSの承認を得る前段階のスクリーニング組織
として機能。新規プログラムやプロジェクトなどの提案
はDSTGの承認を受けSTSの承認プロセスに回される。
年間10-12回のミーティングを実施。
16. DIGSTは、2011年に前身となるデジタルタスクフォー
スと行政管理機構、および、国立IT/Telecom機構の一部
が統合され設立された組織。電子政府のより一層の推進
と国民社会への浸透を目的に約140人の職員で再構成さ
れた。電子政府戦略・政策をコンセプトレベルから実行、
結果までの全責任を負い、電子政府戦略の実現のための
調整役として機能している。また、前身となるデジタル
タスクフォースの役割であるSTSの運営管理維持なども
受け継いている。
17. それぞれの項目に対し、ユーザビリティ要件、義務では
ないものの推奨されるコードスタイルガイドや事例など
が示されている。例えば、「表記」に関しては、「シンプ
ル、明確、かつ、ターゲットに合わせた語彙を用いるこ
と」とされ、守るべき項目がリストされている。例えば、
「エラーメッセージはデンマーク語でなければならない」
などである。また、デザイン・フロー・機能の項目では、
標準ユーザテストを実施し、エラー率や満足度が規定の
値を満たしていることがサービスの一般公開条件とな
る。
18. 行政サービスポータルhtmlguide.borger.dk、企業ポータ
ルのデザインマニュアルdesignmanual.virk.dk
